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新 旧 

医政発０３１７第１号 

平成２７年３月１７日 

医政発０３１７第１号 

平成２７年３月１７日 

一部改正 平成２９年１１月８日 

一部改正 令和元年５月７日  

一部改正 令和元年１０月２９日 

一部改正 令和２年３月２７日 

一部改正 令和２年１０月３０日 

一部改正 令和６年４月５日  

一部改正 令和７年９月２６日 

一部改正 平成２９年１１月８日 

一部改正 令和元年５月７日  

一部改正 令和元年１０月２９日 

一部改正 令和２年３月２７日 

一部改正 令和２年１０月３０日 

一部改正 令和６年４月５日  

 

 

各都道府県知事 殿 

 

厚生労働省医政局長 

各都道府県知事 殿 

 

厚生労働省医政局長 

 

保健師助産師看護師法第３７条の２第２項第１号に規定する特定行

為及び同項第４号に規定する特定行為研修に関する省令の施行等に

ついて 

 

 

保健師助産師看護師法第３７条の２第２項第１号に規定する特定行

為及び同項第４号に規定する特定行為研修に関する省令の施行等に

ついて 

 

特定行為に係る看護師の研修制度については、地域における医療

及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関す

る法律（平成２６年法律第８３号）により、保健師助産師看護師法（昭

和２３年法律第２０３号。以下「法」という。）の一部が改正され、

平成２７年１０月１日から施行されることとなった。 

これに伴い、平成２７年３月１３日に、保健師助産師看護師法第３

７条の２第２項第１号に規定する特定行為及び同項第４号に規定す

る特定行為研修に関する省令（平成２７年厚生労働省令第３３号。以

下「特定行為研修省令」という。）が公布され、同年１０月１日（た

だし、指定研修機関の申請に係る規定は、同年４月１日）から施行さ

れることとなった。 

この新たな研修制度は、看護師が手順書により行う特定行為を標

特定行為に係る看護師の研修制度については、地域における医療

及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関す

る法律（平成２６年法律第８３号）により、保健師助産師看護師法（昭

和２３年法律第２０３号。以下「法」という。）の一部が改正され、

平成２７年１０月１日から施行されることとなった。 

これに伴い、平成２７年３月１３日に、保健師助産師看護師法第３

７条の２第２項第１号に規定する特定行為及び同項第４号に規定す

る特定行為研修に関する省令（平成２７年厚生労働省令第３３号。以

下「特定行為研修省令」という。）が公布され、同年１０月１日（た

だし、指定研修機関の申請に係る規定は、同年４月１日）から施行さ

れることとなった。 

この新たな研修制度は、看護師が手順書により行う特定行為を標

別紙 
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準化することにより、今後の在宅医療等を支えていく看護師を計画

的に養成していくことを目的としている。ついては、貴職におかれて

も、特定行為研修省令の趣旨、内容等について御了知の上、貴管内の

保健所設置市、特別区、医療機関、関係団体等に対して周知に努める

など、本制度の円滑な実施に御協力をお願いする。 

 

準化することにより、今後の在宅医療等を支えていく看護師を計画

的に養成していくことを目的としている。ついては、貴職におかれて

も、特定行為研修省令の趣旨、内容等について御了知の上、貴管内の

保健所設置市、特別区、医療機関、関係団体等に対して周知に努める

など、本制度の円滑な実施に御協力をお願いする。 

 

記 
 

記 
 

第１ 特定行為研修省令の趣旨 （略） 第１ 特定行為研修省令の趣旨 （略） 

第２ 特定行為研修省令の内容及び具体的な運用基準 第２ 特定行為研修省令の内容及び具体的な運用基準 

１～４ （略） １～４ （略） 

５．特定行為研修 ５．特定行為研修 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５）留意事項 （５）留意事項 

① （略） 

② 特定行為研修の内容関係 

① （略） 

② 特定行為研修の内容関係 

５．（１）②及び③に関連して、共通科目の各科目の時間数

には、各科目の評価に関する時間を含めて差し支えないこと。

区分別科目のうち講義又は演習の時間数には、当該科目の評価

のうち筆記試験に関する時間も含めて差し支えないこと。ま

た、共通科目の各科目及び区分別科目の講義又は演習に要する

時間数は、受講者の準備状況を踏まえ、当該科目に必要な時間

数を満たす範囲内で、指定研修機関において適切に設定するこ

と。 

５．（１）④に関連して、区分別科目の実習は、患者に対す

る実技を原則とし、当該指定研修機関が設定した特定行為研修

の到達目標が達成されるよう、行為の難度に応じて５例又は１

０例程度の必要な症例数を指定研修機関において適切に設定

すること。患者に対する実技を行う実習の前には、ペーパーシ

ミュレーション、ロールプレイ、模擬患者の活用、シミュレー

ターの利用等のシミュレーションによる学習を行うこと。ただ

５．（１）②及び③に関連して、共通科目の各科目の時間数

には、各科目の評価に関する時間を含めて差し支えないこと。

区分別科目のうち講義又は演習の時間数には、当該科目の評価

のうち筆記試験に関する時間も含めて差し支えないこと。ま

た、共通科目の各科目及び区分別科目の講義又は演習に要する

時間数は、受講者の準備状況を踏まえ、当該科目に必要な時間

数を満たす範囲内で、指定研修機関において適切に設定するこ

と。 

５．（１）④に関連して、区分別科目の実習は、患者に対す

る実技を原則とし、当該指定研修機関が設定した特定行為研修

の到達目標が達成されるよう、行為の難度に応じて５例又は１

０例程度の必要な症例数を指定研修機関において適切に設定

すること。なお、患者に対する実技を行う実習の前には、ペー

パーシミュレーション、ロールプレイ、模擬患者の活用、シミ

ュレーターの利用等のシミュレーションによる学習を行うこ
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し、これらは実習の症例数には含まないこと 。 

なお、「皮膚損傷に係る薬剤投与関連」の実習については、

必要症例数を満たせない場合は、シミュレーター等を利用して

患者に対して実施する実習と遜色のない実習を実施する場合

に限り、実習の症例数に含める取扱いとして差し支えない。 

各指定研修機関において必要と考える専門的な内容につい

て、各指定研修機関の判断により特定行為研修の内容に追加す

ることは差し支えないこと。 

と。ただし、これらは実習の症例数には含まないこと 。 

 

 

 

 

各指定研修機関において必要と考える専門的な内容につい

て、各指定研修機関の判断により特定行為研修の内容に追加す

ることは差し支えないこと。 

③～⑤ （略） ③～⑤ （略） 

 

６．指定研修機関  ６．指定研修機関 

（１）指定研修機関の指定の申請 

指定研修機関は、１又は２以上の特定行為区分に係る特定行為

研修を行う学校、病院その他の者であって、厚生労働大臣が指定

するものをいい、指定研修機関の指定を受けようとする者は、次

に掲げる事項を記載した指定申請書（様式Ａ）を厚生労働大臣に

提出しなければならないこと。 

① 名称及び所在地 

② 実施する特定行為研修に係る特定行為区分の名称 

③ 実施する特定行為研修の内容 

④ 特定行為研修の実施に関し必要な施設及び設備の概要  

⑤ 特定行為研修管理委員会の構成員の氏名、所属する団体の

名称及び当該団体における役職名 

⑥ 特定行為研修の責任者の氏名 

⑦ 特定行為研修の指導者の氏名及び担当分野 

⑧ 特定行為研修を受ける看護師の定員 

⑨ その他特定行為研修の実施に関し必要な事項 

なお、２以上の特定行為区分に係る特定行為研修を実施する 

場合には、上記②から④まで及び⑥から⑧までに掲げる事項は、

特定行為区分ごとに記載しなければならないこと。（法第３７条

の２第２項第５号及び第３７条の３第１項、特定行為研修省令第

（１）指定研修機関の指定の申請 

指定研修機関は、１又は２以上の特定行為区分に係る特定行為

研修を行う学校、病院その他の者であって、厚生労働大臣が指定

するものをいい、指定研修機関の指定を受けようとする者は、次

に掲げる事項を記載した指定申請書（様式１）を厚生労働大臣に

提出しなければならないこと。 

① 名称及び所在地 

② 実施する特定行為研修に係る特定行為区分の名称 

③ 実施する特定行為研修の基本理念及び内容 

④ 特定行為研修の実施に関し必要な施設及び設備の概要 

⑤ 特定行為研修管理委員会の構成員の氏名、所属する団体の

名称及び当該団体における役職名 

⑥ 特定行為研修の責任者の氏名 

⑦ 特定行為研修の指導者の氏名及び担当分野 

⑧ 特定行為研修を受ける看護師の定員 

⑨ その他特定行為研修の実施に関し必要な事項 

なお、２以上の特定行為区分に係る特定行為研修を実施する 

場合には、上記②から④まで及び⑥から⑧までに掲げる事項は、

特定行為区分ごとに記載しなければならないこと。（改正後の法

第３７条の２第２項第５号及び第３７条の３第１項、特定行為研
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６条関係） 修省令第６条関係） 

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略） 

（４）変更の届出 

指定研修機関は、当該指定研修機関に関する次に掲げる事項に

変更が生じたときは、その日から起算して１月以内に、その旨を

指定研修機関変更届出書（様式Ａ）により厚生労働大臣に届け出

なければならないこと。（法第３７条の４、特定行為研修省令第

９条関係） 

①～⑧ （略） 

（４）変更の届出 

指定研修機関は、当該指定研修機関に関する次に掲げる事項に

変更が生じたときは、その日から起算して１月以内に、その旨を

指定研修機関変更届出書（様式２）により厚生労働大臣に届け出

なければならないこと。（改正後の法第３７条の４、特定行為研

修省令第９条関係） 

①～⑧ （略） 

（５）変更の承認 

指定研修機関は、当該指定研修機関が実施する特定行為研修に

係る特定行為区分を変更しようとするとき（新たな特定行為区分

に係る特定行為研修の開始を伴うときに限る。）は、特定行為区

分変更申請書（様式Ａ）により、厚生労働大臣 に申請し、その

承認を受けなければならないこと。（法第３７条の４、 特定行

為研修省令第１０条関係）また、指定研修機関が、特定行為研修

について、領域別パッケージ研修により一部を免除した研修のみ

を実施しており、新た に免除した内容を含む研修を実施しよう

とするときも、同様の取扱いとする。 

（５）変更の承認 

指定研修機関は、当該指定研修機関が実施する特定行為研修に

係る特定行為区 分を変更しようとするとき（新たな特定行為区

分に係る特定行為研修の開始を伴うときに限る。）は、特定行為

区分変更申請書（様式３）により、厚生労働大臣 に申請し、そ

の承認を受けなければならないこと。（改正後の法第３７条の４、 

特定行為研修省令第１０条関係）また、指定研修機関が、特定行

為研修について、領域別パッケージ研修により一部を免除した研

修のみを実施しており、新た に免除した内容を含む研修を実施

しようとするときも、同様の取扱いとする。 

（６）年次報告 

指定研修機関は、毎年６月３０日までに、当該指定研修機関に

関する次に掲げる事項を記載した年次報告書（様式Ａ）を厚生労

働大臣に提出しなければならないこと。 

①～⑤ （略） 

（６）年次報告 

指定研修機関は、毎年６月３０日までに、当該指定研修機関に

関する次に掲げる事項を記載した年次報告書（様式４）を厚生労

働大臣に提出しなければならないこと。 

①～⑤ （略） 

（７）・（８） （略） 

（９）指定研修機関の指定の取消しの申請 

指定研修機関は、指定の取消しを受けようとするときは、次に

掲げる事項を記載した指定取消申請書（様式Ｂ）を厚生労働大臣

に提出しなければならないこと。（法第３７条の４、特定行為研

修省令第１４条関係） 

①～④ （略） 

（７）・（８） （略） 

（９）指定研修機関の指定の取消しの申請 

指定研修機関は、指定の取消しを受けようとするときは、次に

掲げる事項を記載した指定取消申請書（様式５）を厚生労働大臣

に提出しなければならないこと。（改正後の法第３７条の４、特

定行為研修省令第１４条関係） 

①～④ （略） 
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（１０）特定行為研修の修了 

特定行為研修管理委員会は、特定行為研修の修了に際し、特定

行為研修に関する当該看護師の評価を行い、指定研修機関に対

し、当該看護師の評価を報告しなければならないこと。また、指

定研修機関は、当該評価に基づき、特定行為研修を受けている看

護師が特定行為研修を修了したと認めるときは、速やかに、当該

看護師に対して、当該看護師に関する次に掲げる事項を記載し

た特定行為研修修了証を交付しなければならないこと。（法第３

７条の４、特定行為研修省令第１５条関係） 

① ～④ （略） 

指定研修機関は、特定行為研修修了証を交付したときは、当該

交付の日から起算して一月以内に、特定行為研修を修了した看護

師に関する上記①から④に掲げる事項を記載した報告書（様式

Ｃ）を厚生労働大臣に提出しなければならないこと。（法第３７

条の４、特定行為研修省令第１５条関係） 

なお、過去に特定行為研修の修了証の交付を受けた修了者が、

再び特定行為研修を修了し、当該看護師に修了証を交付した際

に、看護師籍の登録番号が変更となっていた場合は、旧看護師籍

の登録番号も併記し、過去に修了者として報告されていた者とわ

かるようにすること。 

（１０）特定行為研修の修了 

特定行為研修管理委員会は、特定行為研修の修了に際し、特定

行為研修に関する当該看護師の評価を行い、指定研修機関に対

し、当該看護師の評価を報告しなければならないこと。また、指

定研修機関は、当該評価に基づき、特定行為研修を受けている看

護師が特定行為研修を修了したと認めるときは、速やかに、当該

看護師に対して、当該看護師に関する次に掲げる事項を記載した

特定行為研修修了証（様式６）を交付しなければならないこと。

（改正後の法第３７条の４、特定行為研修省令第１５条関係） 

①～④ （略） 

指定研修機関は、特定行為研修修了証を交付したときは、当該

交付の日から起算して一月以内に、特定行為研修を修了した看護

師に関する上記①から④に掲げる事項を記載した報告書（様式

７）を厚生労働大臣に提出しなければならないこと。（改正後の

法第３７条の４、特定行為研修省令第１５条関係） 

なお、過去に特定行為研修の修了証の交付を受けた修了者が、

再び特定行為研修を修了し、当該看護師に修了証を交付した際

に、看護師籍の登録番号が変更となっていた場合は、旧看護師籍

の登録番号も併記し、過去に修了者として報告されていた者とわ

かるようにすること。 

 （１１）～（１３） （略）  （１１）～（１３）（略） 

（１４）留意事項 

① 指定研修機関の指定の申請関係 

６．（１）に関連して、指定研修機関の指定を受けようとす

る者は、学校にあっては設置者、病院にあっては開設者、法人

その他の者にあってはその代表者が申請を行うこと。 

また、指定申請書（様式Ａ）には、次に掲げる書類を添付し、

当該指定研修機関の指定を受けようとする者の所在地を管轄

する地方厚生局健康福祉部医事課あてに提出すること。 

イ 特定行為研修の研修計画（以下単に「特定行為研修計画」

という。様式自由。） 

（１４）留意事項 

① 指定研修機関の指定の申請関係 

６．（１）に関連して、指定研修機関の指定を受けようとす

る者は、学校にあっては設置者、病院にあっては開設者、法人

その他の者にあってはその代表者が申請を行うこと。 

また、指定申請書（様式１）には、次に掲げる書類を添付し、

当該指定研修機関の指定を受けようとする者の所在地を管轄

する地方厚生局健康福祉部医事課あてに提出すること。 

イ 特定行為研修の研修計画（以下単に「特定行為研修計画」

という。様式自由。） 
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ロ その他特定行為研修の実施に関し必要な事項 

６．（１）⑨に関連して、指定研修機関の指定を受けようと

する者は、「その他特定行為研修の実施に関し必要な事項」と

して、定款又は寄附行為及び登記事項証明書、あるいはこれに

準ずる書類を提出すること。 

６．（１）⑨に関連して、地方厚生局健康福祉部医事課の求

めに応じて組織図、財務諸表（貸借対照表・損益計算書等）等

を提出すること。 

６．（１２）に関連して、原則として、毎年２月及び８月に

医道審議会を開催し、指定研修機関の指定について審議を行う

予定であること。毎年２月に開催される医道審議会では、その

年の前年６月１日から１１月３０日までに厚生労働省に提出

された指定申請書について審議を行い、毎年８月に開催される

医道審議会では、その年の前年１２月１日からその年の５月３

１日までに厚生労働省に提出された指定申請書について審議

を行うものであること。 

② 指定研修機関の指定の基準関係 

６．（２）①に関連して、指定研修機関は、５．（１）に定

める特定行為研修の基準に則った特定行為研修計画を作成す

ること。特定行為研修計画には、次のイ～チまでに掲げる事項

が定められていること。なお、共通科目の「医療安全学」と「特

定行為実践」については、両科目を一体的に計画することが望

ましいこと。その場合、科目ごとに記載を求める事項について、

当該計画に基づき一体的に記載して差し支えないこと。また、

各指定研修機関が定めているイ～チまでに掲げる事項を含む

シラバスを提出する形で代替して差し支えないこと。 

イ 特定行為区分の名称 

ロ 特定行為研修の基本理念及び目標 

ハ 以下に掲げる特定行為研修の内容 

・共通科目の各科目及び区分別科目ごとの研修の内容（評価

方法も含む） 

ロ その他特定行為研修の実施に関し必要な事項 

６．（１）⑨に関連して、指定研修機関の指定を受けようと

する者は、「その他特定行為研修の実施に関し必要な事項」と

して、定款又は寄附行為及び登記事項証明書、あるいはこれに

準ずる書類を提出すること。 

６．（１）⑨に関連して、地方厚生局健康福祉部医事課の求

めに応じて組織図、財務諸表（貸借対照表・損益計算書等）等

を提出すること。 

６．（１２）に関連して、原則として、毎年２月及び８月に

医道審議会を開催し、指定研修機関の指定について審議を行う

予定であること。毎年２月に開催される医道審議会では、その

年の前年６月１日から１１月３０日までに厚生労働省に提出

された指定申請書について審議を行い、毎年８月に開催される

医道審議会では、その年の前年１２月１日からその年の５月３

１日までに厚生労働省に提出された指定申請書について審議

を行うものであること。 

② 指定研修機関の指定の基準関係 

６．（２）①に関連して、指定研修機関は、５．（１）に定

める特定行為研修の基準に則った特定行為研修計画を作成す

ること。特定行為研修計画には、次に掲げる事項が定められて

いること。なお、共通科目の「医療安全学」と「特定行為実践」

については、両科目を一体的に計画することが望ましいこと。

その場合、科目ごとに記載を求める事項について、当該計画に

基づき一体的に記載して差し支えないこと。 

イ 特定行為区分の名称 

ロ 特定行為研修の基本理念及び目標 

ハ 特定行為研修の内容 

特定行為研修の内容は、共通科目の各科目及び区分別科目ご

とに研修の内容を記載すること。研修の内容には評価方法も含

まれること。 
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・患者に対する実技を行う実習の前に行う学習の内容 

・履修科目の概要等がわかるシラバスの内容 

なお、指定研修機関において、共通科目の各科目及び区分

別科目について、統合又は分割することや、独自の科目名を

設定することは差し支えないこと。その場合は、当該科目ご

とに研修の内容を記載するとともに、当該科目に相応する

共通科目の各科目及び区分別科目の科目名について特定行

為研修計画に記載すること。 

ニ 特定行為研修の時間数 （略） 

ホ 特定行為研修（区分別科目）の実習 （略） 

 

 

 

ヘ 通信による方法で行う特定行為研修 

講義又は演習を通信による方法で行う場合は、通信によ

る方法で行う共通科目・区分別科目ごとに、研修方法、添削

指導の有無を記載すること。また、指導補助者を配置する場

合にあっては、その氏名、担当分野を記載すること。 

ト 特定行為研修の協力施設 （略） 

チ 特定行為研修の進度表 （略） 

（略） 

③（略） 

 

 

なお、指定研修機関において、共通科目の各科目及び区分

別科目について、統合又は分割することや、独自の科目名を

設定することは差し支えないこと。その場合は、当該科目ご

とに研修の内容を記載するとともに、当該科目に相応する

共通科目の各科目及び区分別科目の科目名について特定行

為研修計画に記載すること。 

ニ 特定行為研修の時間数 （略） 

ホ 特定行為研修（区分別科目）の実習 （略） 

へ 特定行為研修の指導者の氏名及び担当分野 

指導者の担当分野は、共通科目の各科目又は区分別科目

のうち担当するものを記載すること。 

ト 通信による方法で行う特定行為研修 

講義又は演習を通信による方法で行う場合は、通信によ

る方法で行う科目ごとに、研修方法、添削指導の有無、指導

補助者の有無を記載すること。また、指導補助者を配置する

場合にあっては、その氏名、担当分野を記載すること。 

チ 特定行為研修の協力施設 （略） 

リ 特定行為研修の進度表 （略） 

（略） 

③（略） 

④変更の届出関係 

６．（４）に関連して、指定研修機関変更届出書（様式Ａ）

は、当該指定研修機関の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉

部医事課あてに提出すること。 

６．（４）①に関連して、施設の名称及び所在地の変更の場

合について、施設の移転、分割、統合等を伴う場合は、指定の

取消し及び新規指定に該当する場合があるので留意すること。 

６．（４）②に関連して、特定行為区分について変更の届出

が必要な場合としては、特定行為区分に係る特定行為研修の休

④変更の届出関係 

６．（４）に関連して、指定研修機関変更届出書（様式２）

は、当該指定研修機関の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉

部医事課あてに提出すること。 

６．（４）①に関連して、施設の名称及び所在地の変更の場

合について、施設の移転、分割、統合等を伴う場合は、指定の

取消し及び新規指定に該当する場合があるので留意すること。 

６．（４）②に関連して、特定行為区分について変更の届出

が必要な場合としては、特定行為区分に係る特定行為研修の休
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止、廃止及び休止後の再開が該当すること。 

６．(４)③に関連して、実施する特定行為研修の内容の変更

を届け出る場合にあっては、変更後の特定行為研修計画を指定

研修機関変更届出書（様式Ａ）に添えること。なお、指定研修

機関が領域別パッケージ研修を実施、休止、廃止及び休止後に

再開する場合は、研修の内容の変更に該当すること。 

また、６．（４）⑦に関連して、特定行為研修の指導者及び

その担当分野の変更を届け出るに当たり、指導者の所属や役職

のみの変更の場合には届出は省略できること。 

⑤ 変更の承認 

６．（５）に関連して、特定行為区分変更申請書（様式Ａ）

には、新たな特定行為研修区分に係る特定行為研修の内容を含

む特定行為研修計画を添えて、当該指定研修機関の所在地を管

轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに提出すること。 

なお、原則として、毎年２月及び８月に医道審議会を開催し、

変更の承認について審議を行う予定であること。毎年２月に開

催される医道審議会では、その年の前年６月１日から１１月３

０日までに厚生労働省に提出された特定行為区分変更申請書

について審議を行い、毎年８月に開催される医道審議会では、

その年の前年１２月１日からその年の５月３１日までに厚生

労働省に提出された特定行為区分変更申請書について審議を

行うものであること。 

⑥ 領域別パッケージ研修の実施関係 

新たに指定研修機関の指定を受けようとする者が、領域別パ

ッケージ研修を実施しようとする場合は、領域別パッケージ研

修の実施について記載した指定申請書（様式Ａ）を提出するこ

とにより、厚生労働大臣の認定の申請をすること。指定研修機

関が新たに領域別パッケージ研修を実施しようとする場合は、

領域別パッケージ研修の実施について記載した指定研修機関

変更届出書または特定行為区分変更申請書（様式Ａ）を提出す

ることにより、厚生労働大臣の認定の申請をすること。なお、

止、廃止及び休止後の再開が該当すること。 

６．(４)③に関連して、実施する特定行為研修の内容の変更

を届け出る場合にあっては、変更後の特定行為研修計画を指定

研修機関変更届出書（様式２）に添えること。なお、指定研修

機関が領域別パッケージ研修を実施、休止、廃止及び休止後に

再開する場合は、研修の内容の変更に該当すること。 

また、６．（４）⑦に関連して、特定行為研修の指導者及び

その担当分野の変更を届け出るに当たり、指導者の所属や役職

のみの変更の場合には届出は省略できること。 

⑤ 変更の承認 

６．（５）に関連して、特定行為区分変更申請書（様式３）

には、新たな特定行為研修区分に係る特定行為研修の内容を含

む特定行為研修計画を添えて、当該指定研修機関の所在地を管

轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに提出すること。 

なお、原則として、毎年２月及び８月に医道審議会を開催し、

変更の承認について審議を行う予定であること。毎年２月に開

催される医道審議会では、その年の前年６月１日から１１月３

０日までに厚生労働省に提出された特定行為区分変更申請書

について審議を行い、毎年８月に開催される医道審議会では、

その年の前年１２月１日からその年の５月３１日までに厚生

労働省に提出された特定行為区分変更申請書について審議を

行うものであること。 

⑥ 領域別パッケージ研修の実施関係 

 新たに指定研修機関の指定を受けようとする者が、領域別パ

ッケージ研修を実施しようとする場合は、領域別パッケージ研

修の実施について記載した指定申請書（様式１）を提出するこ

とにより、厚生労働大臣の認定の申請をすること。指定研修機

関が新たに領域別パッケージ研修を実施しようとする場合は、

領域別パッケージ研修の実施について記載した指定研修機関

変更届出書（様式２）または特定行為区分変更申請書（様式３）

を提出することにより、厚生労働大臣の認定の申請をするこ
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６．（５）に関連し、指定研修機関が特定行為区分変更申請書

（様式Ａ）を提出する時点において、領域別パッケージ研修の

実施を計画している場合は、様式Ａにおいて領域別パッケージ

研修の計画についても記載すること。 

 

⑦ 年次報告関係 

６．（６）に関連して、指定研修機関は、当該指定研修機関

に関する年次報告書（様式Ａ）を、当該指定研修機関の所在地

を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに提出すること。

なお、年次報告については指定を受けた当該年度内に特定行為

研修を開始していない場合は、提出の必要はないこと。 

⑧ 指定研修機関の指定の取消しの申請関係 

６．（９）に関連して、指定研修機関は、指定の取消しを受

けようとするときは、指定取消申請書（様式Ｂ）を、当該指定

研修機関の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あ

てに提出すること。 

⑨ 特定行為研修の修了関係 

６．（１０）に関連して、指定研修機関は、共通科目の各科

目及び区分別科目ごとに別紙７の評価方法により、受講者が到

達目標について達成したか否かの評価を行い、全ての科目につ

いて到達目標を達成しなければ、修了と認めてはならないこ

と。指定研修機関は、特定行為研修修了証の交付後１月以内に、

特定行為研修を修了した看護師に関する報告書（様式Ｃ）を、

当該指定研修機関の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部

医事課に提出すること。なお、指定研修機関が、６.（１０）①

から④に掲げる事項のほか、特定行為研修に関して必要な事項

を特定行為研修修了証に追加し記載することは差し支えない

こと。 

 

と。なお、６．（５）に関連し、指定研修機関が特定行為区分

変更申請書（様式３）を提出する時点において、領域別パッケ

ージ研修の実施を計画している場合は、様式３において領域別

パッケージ研修の計画についても記載することにより、様式２

の提出を省略しても差し支えないこと。 

⑦ 年次報告関係 

６．（６）に関連して、指定研修機関は、当該指定研修機関

に関する年次報告書（様式４）を、当該指定研修機関の所在地

を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに提出すること。

なお、年次報告については指定を受けた当該年度内に特定行為

研修を開始していない場合は、提出の必要はないこと。 

⑧ 指定研修機関の指定の取消しの申請関係 

６．（９）に関連して、指定研修機関は、指定の取消しを受

けようとするときは、指定取消申請書（様式５）を、当該指定

研修機関の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あ

てに提出すること。 

⑨ 特定行為研修の修了関係 

６．（１０）に関連して、指定研修機関は、共通科目の各科

目及び区分別科目ごとに別紙７の評価方法により、受講者が到

達目標について達成したか否かの評価を行い、全ての科目につ

いて到達目標を達成しなければ、修了と認めてはならないこ

と。指定研修機関は、特定行為研修修了証（様式６）の交付後

１月以内に、特定行為研修を修了した看護師に関する報告書

（様式７）を、当該指定研修機関の所在地を管轄する地方厚生

局健康福祉部医事課に提出すること。なお、指定研修機関が、

６.（１０）①から④に掲げる事項のほか、特定行為研修に関し

て必要な事項を特定行為研修修了証に追加し記載することは

差し支えないこと。 

７．施行期日等 （略） 

 

 ７．施行期日等 （略）  
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第３ 留意事項 

１～７ （略） 

８ 災害時等において、電子申請等が困難な場合に臨時的対応とし

て郵送等も認めること。 

９ 様式Ａ～Ｃについては、厚生労働省ホームページより取得する

こと。 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/000007

7077.html） 

 

第３ 留意事項 

１～７ （略） 

（新設） 

 

（新設） 

別紙１～８（略） 

 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

別紙１～８（略） 

 

様式１ （略） 

様式２ （略） 

様式３ （略） 

様式４ （略） 

様式５ （略） 

様式６ （略） 

様式７ （略） 

様式８ （略） 
 


